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の飢餓行進（marcha da fome），1953 年の空鍋た

































ム（Sistema Estadual de Defesa do Consumidor）
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ブラジルにおける消費者権利保護と倫理的消費
が政令第 7890 号（後に 1978 年の州法第 1930 号に
統合）によって設立され，実行組織として消費者
保護実行グループ（Grupo Exectivo de Proteção 
















国家広告自主規制審議会（Conselho Nacional de 






























て国家消費者保護審議会（Conselho Nacional de 















し，1990 年には消費者保護法（Código de Defesa 
do Consumidor, 法律第 8078 号）が成立した（8）。同
法はコロル政権が実施した経済自由化政策に沿う





































































「拡散的利益または権利」（interesses ou direitos 
difusos），「集合的利益または権利」（interesses ou 
direitos coletivos），「同種個別的利益または権利」
（interesses ou direitos individuais homogêneos）の
三つである。「拡散的利益または権利」とは，同
















































































































た。そこで IDEC は，1998 年にブラジル NGO 協
会（ABONG）とともに，消費者保護団体間の交
流を目的に，全国消費者保護民間組織フォーラム





















































































































de Ação para Produção e Consumo Sustentável: 




























































































分野 消費行動 2006 年 2010 年 2012 年
経済性 歯磨きのときに蛇口を閉める 75 71 67
不在のときに電燈を消す 77 69 67
冷蔵庫に入れる前に食品を冷ます 77 62 62
不使用時に電気製品の電源を切る 72 62 53
計画性 計画的に食品を購入する 55 48 47
計画的に衣類を購入する 36 41 40
買物時に領収証を要求する 42 36 35
購入を決定するときにラベルを読む 44 33 27
リサイクル 可能な限り裏紙を利用する 34 38 35
リサイクルのためゴミを分類する 28 24 23
持続可能な購入 可能な限り企業・製品情報を他人に伝える 34 29 26
過去 6 カ月にオーガニック製品を購入 24 23 23
過去 6 カ月にリサイクル製品を購入 27 29 29
（出所） Instituto Akatu ［2013］．
（注） 実践している，常に実践している者の割合（％）
















































オに 23 のコアが組織され，200 の農業グループ，




の認証である。1997 年の政令第 6323 号は，有
機農産物の評価システム（Sistema Brasileiro de 
Avaliação da Conformidade Orgânica: SisOrg） を
設立した。この制度は政府組織と市民社会の共同
による認証制度であるが，その原型はエコヴィ
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ブラジルにおける消費者権利保護と倫理的消費
保証システム（Sistema Participativo de Garantia 
da Qualidade Orgânica: SPG）を組織し，つぎに
SPG 内に流通業を営む個人あるいは法人，消
費者，専門家などの協力者からなる参加型審査














コ ー プ・ エ コ ソ ル（Cooperativa de Produção 














































































［1997］, Rios ［1998］, Pó ［2008］などを参照した。






⑹ 広告自主規制法典と CONAR については以下参照。
http://www.conar.org.br/
⑺ 消費者保護法の経緯については Pó ［2008］が詳しい。
⑻ 消費者保護法については前田 ［2007］が参考になる。
⑼ SNDC を 所 管 す る DPDC は，2012 年 の 政 令 第
























⒃ 倫理的消費を支援する NGO の活動，政府の政策









⒅ 調査はブラジル全土の主要 12 都市に住む 16 歳以
上の男女で，5 段階の社会階層分類の上位 4 段階の
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ブラジルにおける消費者権利保護と倫理的消費
様な概念であるとしている（第 2 条単項）。
⒇ フ ァ セ ス の 歴 史 に つ い て は http://www.
facesdobrasil.org.br/ を参照。
 正式名称はカイオス研究所－倫理・責任ある行動
（Instituto Kairós Ética e Atuação Responsável）。
2000 年に労働者自主管理，連帯経済，農民・家族農，
アグロエコロジー，食の主権回復などに対する支
援 を 目 的 に 設 立 さ れ た。（http://institutokairos.
net/）。













 ブラジルの連帯経済については小池 ［2014］ 第 3 章
を参照。
 環 境 ネ ッ ト ワ ー ク は 2001 年 設 立。（http://
redeecologicario.org/）
 エコヴィダの WEB サイト（http://www.ecovida.













法務』第 35 巻第 3 号）。
ワタナベ，カズオ（前田美千代訳） ［2013］「ブラジル消
費者法の概要」（『法学研究』（慶應義塾大学）第
86 巻，第 9 号）。
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